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一般会計決算の概要



１ 決算の全体像

１

◇歳入は、５，１６５億円。 （対前年度比 ＋ 151億円）

◇歳出は、５，１１４億円。 （対前年度比 ＋ 132億円）

（※翌年度に繰り越す財源 36億円（対前年度比 ＋ 17億円））

◇実質収支は、 １５億円。（対前年度比 ＋ 2億円）

◇県の借金である県債残高は、平成26年度末の10,700億円をピークに、
５年連続減少。

令和元年度末県債残高 10,027億円（平成30年度末 10,257億円）△230億円

平成26年度末の10,700億円から△673億円減少
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注）本資料の数値については、表示単位未満で四捨五入しているため、数値の計と合計が一致しない場合がある

(単位：億円)

区　　　　分 令和元年度 平成30年度 増 減 額 増 減 率

最 終 予 算 額 Ａ 561,489 544,874 16,614 3.0%

歳 入 決 算 額 Ｂ 516,459 501,394 15,066 3.0%

歳 出 決 算 額 Ｃ 511,366 498,184 13,182 2.6%

収 支 差 引額 ( Ｂ －Ｃ ) Ｄ 5,094 3,210 1,884 58.7%

翌 年 度 繰 越 額 Ｅ 28,606 24,255 4,350 17.9%

う ち 繰 越 財 源 Ｆ 3,630 1,942 1,688 86.9%

実 質 収 支 ( Ｄ － Ｆ ) Ｇ 1,464 1,268 196 15.4%

（単位：百万円）



２ 一般会計 歳入の状況

２

◇主要な一般財源は、地方交付税（＋28億円）が増加したものの、地方消費税清算金
（△23億円）、臨時財政対策債（△51億円）の減少により、前年度の 3,664億円から
3,629億円へ 35億円の減。

◇このほか、分担金及び負担金（△55億円）の減少、国庫支出金（＋27億円）、繰入金
（＋131億円）、臨時財政対策債を除く県債（＋84億円）の増加などにより、
歳入全体では、151億円の増。

財産収入
771(0.1)

地方消費税
清算金

42,534(8.2)

地方譲与税
20,677(4.0)

地方交付税 156,833
(30.4)

繰入金
31,818(6.2)

単位：百万円
（ ）構成比 ％

諸収入
11,800(2.3)

その他 3,725(0.7)

使用料及び手数料
7,655(1.5)

地方特例交付金
1,412(0.3)

県 税
120,762(23.4)

県債
55,627(10.8)

うち臨時財政対策債
20,711（4.0）

国庫支出金
62,312(12.1)

分担金及び負担金
534(0.1)

歳 入

516,459百万円

 　(単位：百万円、％）

令和元年度 平成30年度

決　算　額 決　算　額 増　減　額 増　減　率
Ａ Ｂ （Ａ－Ｂ）Ｃ Ｃ/Ｂ

1 120,762 120,030 732 0.6

2 42,534 44,801 △ 2,267 △ 5.1

3 20,677 21,118 △ 441 △ 2.1

4 1,412 649 764 117.7

5 156,833 154,045 2,788 1.8

6 306 317 △ 11 △ 3.4

7 534 5,987 △ 5,453 △ 91.1

8 7,655 7,677 △ 22 △ 0.3

9 62,312 59,640 2,671 4.5

10 771 824 △ 53 △ 6.4

11 209 161 47 29.3

12 31,818 18,761 13,057 69.6

13 3,210 4,314 △ 1,104 △ 25.6

14 11,800 10,721 1,079 10.1

15 55,627 52,348 3,279 6.3

16 う ち 臨 時 財 政 対 策 債 20,711 25,792 △ 5,081 △ 19.7

合 計 516,459 501,394 15,066 3.0

362,929 366,434 △ 3,506 △ 1.0

比 較

県 債

諸 収 入

繰 越 金

繰 入 金

寄 附 金

財 産 収 入

国 庫 支 出 金

使 用 料 及 び 手 数 料

款　　　　　　別

う ち主要な 一般財源(1～5､16)

地 方 譲 与 税

地 方 消 費 税 清 算 金

県 税

分 担 金 及 び 負 担 金

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

地 方 交 付 税

地 方 特 例 交 付 金



単位：百万円、［ ］内は平成30年度決算額

県税等

３

・地方財政計画において地方全体の税収増が見込まれ、地方交付税と臨時財政対策債の

総額が減少したことから、本県においても減少。

地方交付税
臨時財政対策債

１７７，５４４ ［１７９，８３６］ △２，２９３ △１．３％

・法人の業績堅調を反映した法人２税の増収などにより県税は増加したものの、

地方消費税の納期限が土曜日から月曜日に延長され、一部が翌年度の歳入となったことに

より、地方消費税清算金が減となったことなどから、全体で２０億円の減少。

１８３，９７３ ［１８５，９４９］ △１，９７６ △１．１％

分担金及び負担金 ５３４［５，９８７］ △５，４５３ △９１．１％

・平成30年度に、国営農業用水再編対策事業の完了に伴い、市町村及び受益者負担金

（5,394）を国に繰上償還したことなどにより、令和元年度は前年度に比べ減少。

Ｒ元 Ｈ30 増減額 増減率

120,762 120,030 732 0.6% 

　　個人県民税 48,644 48,258 387 0.8% 

　　法人２税 23,304 22,601 703 3.1% 

　　地方消費税 14,839 14,275 564 3.9% 

　　配当割県民税 2,879 2,480 400 16.1% 

　 　株式等譲渡所得割県民税 1,654 1,990 △336 △16.9% 

42,534 44,801 △2,267 △5.1% 

20,677 21,118 △441 △2.1% 

うち地方法人特別譲与税 19,010 19,418 △408 △2.1% 

 地方消費税清算金

 県　　税

 地方譲与税

Ｒ元 Ｈ30 増減額 増減率

156,833 154,045 2,788 1.8% 

　　普通交付税 154,412 151,601 2,810 1.9% 

　　特別交付税 2,421 2,443 △22 △0.9% 

20,711 25,792 △5,081 △19.7% 

 地方交付税

 臨時財政対策債



単位：百万円、［ ］内は平成30年度決算額

繰入金 ３１，８１８ ［１８，７６１］ ＋１３，０５７ ＋６９．６％

４

・投資的経費に充当する通常債については、国の「防災・減災、国土強靱化のための

３か年緊急対策」に呼応するなど、公共事業を推進したことにより、発行額が増加。

なお、交付税措置がある有利な地方債を活用。

・県債残高は、平成26年度末の10,700億円をピークに、５年連続減少。

令和元年度末県債残高 10,027億円（平成30年度末 10,257億円） △230億円

令和元年度末県債残高のうち、交付税措置がなく、県税等で償還する額
3,605億円（平成30年度末 3,676億円） △71億円

県 債

５５，６２７ ［５２，３４８］ ＋３，２７９ ＋６．３％

うち通常債 34,916［26,556］ ＋8,360 ＋31.5%

臨時財政対策債（再掲）

20,711［25,792] △5,081 △19.7%

・奈良県コンベンションセンターやなら歴史芸術文化村整備など、地域の活性化に資する

事業を積極的に推進するため、地域・経済活性化基金繰入金（12,553）を活用したことなど

により増加。

国庫支出金 ６２，３１２［５９，６４０］ ＋２，６７１ ＋４．５％

・国の「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」に呼応するなど、公共事業を

推進したことから、普通建設事業にかかる国庫支出金（3,206）が増加。



５

３ 一般会計 歳出の状況

（１） 性質別

◇義務的経費は、人件費が減少したものの公債費が増加したことなどにより、
前年度の 2,489億円から 2,503億円に増加（＋14億円）。

◇投資的経費は、災害復旧事業費が減少したものの普通建設事業費が増加した
ことにより、前年度の 743億円から 866億円に増加（＋123億円）。

◇一般施策経費は、社会保障関係経費が増加したものの、積立金の減などにより、
前年度の 1,750億円から 1,745億円に減少（△5億円）。

     (単位：百万円、％）

令 和 元 年 度 平 成 30 年 度
決 算 額 Ａ 決 算 額 Ｂ 増減額(Ａ－Ｂ) Ｃ 増減率　Ｃ／Ｂ

145,264 145,888 △ 625 △ 0.4

う ち 退 職 手 当 13,703 13,855 △ 152 △ 1.1

う ち 退 職 手 当 以 外 131,561 132,034 △ 473 △ 0.4

15,449 14,996 454 3.0

89,554 88,031 1,523 1.7

250,267 248,915 1,352 0.5

82,885 68,843 14,042 20.4

補 助 事 業 費 43,848 36,390 7,458 20.5

単 独 事 業 費 29,252 18,291 10,961 59.9

国直轄事業費負担金 9,785 14,162 △ 4,377 △ 30.9

3,712 5,462 △ 1,751 △ 32.0

86,597 74,306 12,291 16.5

15,067 14,293 774 5.4

4,392 4,336 56 1.3

131,046 127,509 3,537 2.8

う ち 県 税 交 付 金 等 39,665 41,486 △ 1,821 △ 4.4

5,926 10,661 △ 4,735 △ 44.4

594 347 247 71.2

1,250 1,035 215 20.7

16,228 16,783 △ 555 △ 3.3

174,502 174,963 △ 461 △ 0.3

511,366 498,184 13,182 2.6

（ 一 般 施 策 経 費 ） 小 計

合 計

貸 付 金

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

繰 出 金

投 資 及 び 出 資 金

積 立 金

公 債 費

（ 投 資 的 経 費 ） 小 計

普 通 建 設 事 業 費

（ 義 務 的 経 費 ） 小 計

災 害 復 旧 事 業 費

区　　　　分

人 件 費

比　　　　　較

扶 助 費

人件費
145,264(28.4)

扶助費 15,449(3.0)

公債費
89,554(17.5)普通建設事業費等

86,597(16.9)

補助費等
131,046(25.6)

積立金・
投資及び出資金

6,520(1.3)

物件費その他 35,686(7.0)

歳 出

511,366百万円

貸付金 1,250(0.2)
単位：百万円
（ ）構成比 ％



・退職手当は、退職者数の減により、減少。

【参考】退職手当決算額の推移 （単位：億円）

・退職手当以外については、教職員定数の見直し等により、減少。

職員定数 △５６人（知事部局等 ±０人 教職員 △５６人 警察 ±０人）

・自主的な給与抑制措置は引き続き実施。

給与抑制措置 特別職 知事 △１０％、副知事・教育長 △５％、常勤監査委員 △４％

一般職 部・次長級 △3.0％、課長級 △2.0％、小規模長級 △0.5％

単位：百万円、［ ］内は平成30年度決算額

人件費

１４５，２６４ ［１４５，８８８］ △６２５ △０．４％

うち退職手当 13,703 ［ 13,855］ △152   △1.1%

退職手当以外 131,561 ［132,034］ △473   △0.4%

公債費

８９，５５４ ［８８，０３１］ ＋１，５２３ ＋１．７％

うち元金 83,268  ［80,479］ ＋2,789 ＋ 3.5%

利子 6,286  ［ 7,552］ △1,266 △16.8%

・臨時財政対策債（元利償還金全額が交付税措置）の償還が増加したことなどにより、

償還元金は増加。

・借入利率の低下により、利子は減少。

６

➢ 義務的経費（人件費、扶助費、公債費の合計）は、

平成30年度決算に比べ、１４億円（１，３５２百万円）の増。

歳出全体に占める構成比は、１．１ポイント低下

（ 平成30年度 ５０．０％ → 令和元年度 ４８．９％）。

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元

181 192 201 235 152 156 151 155 143 139 137



・県経済の活性化や県民の安全・安心に資する事業に「選択と集中」を徹底。

主要施策を計画的に推進

奈良県コンベンションセンター等整備、吉城園周辺地区整備・高畑町裁判所跡地整備、

なら歴史芸術文化村整備、県立大学整備、県立高校耐震化 等

国の「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」（Ｈ３０～Ｒ２）に呼応するなど、

公共事業を推進

骨格幹線道路ネットワークの形成（天理王寺線、枚方大和郡山線等）

紀伊半島アンカールートの整備促進（国道１６８号阪本工区、国道１６９号高取バイパス等）

（仮称）奈良インターチェンジ周辺の整備（西九条佐保線等）

水害、土砂災害、地震などに備え、ハード・ソフト両面からの防災・減災対策を推進

インフラ老朽化対策の計画的な推進 など

・国直轄事業費負担金は、平成３０年度に国営農業用水再編対策事業の完了に伴い、

市町村及び受益者負担金を国に繰上償還（5,394）したことにより、令和元年度は

前年度に比べ減少。

普通建設事業費

８２，８８５ ［６８，８４３］ ＋１４，０４２ ＋２０．４％
うち補助事業費 43,848［36,390］ ＋ 7,458 ＋20.5%

単独事業費 29,252［18,291］ ＋10,961 ＋59.9%
国直轄事業費負担金 9,785［14,162］ △ 4,377 △30.9%

単位：百万円、［ ］内は平成30年度決算額

７

補助費等 １３１，０４６ ［１２７，５０９］ ＋３，５３７ ＋２．８％

・引き続き、社会保障関係経費が増加。

後期高齢者医療制度関係費（＋883） 、介護給付費負担金（＋659）、認定こども園施設
型給付費等負担金・補助金（＋474）、障害者自立支援給付費（＋353） など

・地方消費税清算金の減に伴う地方消費税市町村交付金の減（△1,133）などにより、県税
交付金等が減少（△1,821）

災害復旧事業費 ３，７１２ ［５，４６２］ △１，７５１ △３２．０％

・平成29年台風21号豪雨等により被災した公共土木施設の復旧事業費が減少したことな
どにより、前年度に比べ減少。

積立金 ５，９２６［１０，６６１］ △４，７３５ △４４．４％

・庁舎等整備基金積立金（△3,348）が減少したことなどにより、 前年度に比べ減少。



８

（２） 目的別

くらし創造費 3,807(0.7)

歳 出

511,366百万円

教育費 105,905(20.7)

県土ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ費
75,335(14.7)

公債費
89,660(17.5)

福祉保険費
89,603(17.5)

警察費
29,089(5.7)

総務費 18,263(3.6)

医療政策費 12,379(2.4)

農林水産業費 12,429(2.4)

地域振興費 25,308(4.9)

雇用政策費 1,023(0.2)
産業政策費 3,843(0.8)

議会費 1,047(0.2)
災害復旧費 3,691(0.7)

単位：百万円
（ ）構成比 ％

諸支出金
39,984(7.8)

 (単位：百万円、％）

令和元年度 平成30年度
決　算　額 決　算　額 増　減　額 増　減　率

Ａ Ｂ （Ａ－Ｂ）Ｃ Ｃ／Ｂ

議 会 費 1,047 1,077 △ 31 △ 2.8

総 務 費 18,263 20,834 △ 2,571 △ 12.3

地 域 振 興 費 25,308 20,042 5,267 26.3

福 祉 保 険 費 89,603 85,583 4,020 4.7

医 療 政 策 費 12,379 13,122 △ 744 △ 5.7

く ら し 創 造 費 3,807 3,997 △ 190 △ 4.8

雇 用 政 策 費 1,023 986 37 3.8

農 林 水 産 業 費 12,429 17,138 △ 4,710 △ 27.5

産 業 振 興 費 3,843 3,744 100 2.7

県土マネジメント費 75,335 60,173 15,162 25.2

警 察 費 29,089 28,542 546 1.9

教 育 費 105,905 107,676 △ 1,770 △ 1.6

災 害 復 旧 費 3,691 5,308 △ 1,617 △ 30.5

公 債 費 89,660 88,137 1,523 1.7

諸 支 出 金 39,984 41,825 △ 1,841 △ 4.4

予 備 費 0 0 0 0.0

合 計 511,366 498,184 13,182 2.6

比 較
款　　別



◇歳入・歳出とも、平成３０年度に比べ、それぞれ１５１億円、１３２億円増加。

また、翌年度に繰り越す財源が１７億円増加。

この結果、収支額は前年度に比べ２億円増加。

実質収支 平成30年度 12億68百万円 →  令和元年度 14億64百万円
(＋1億96百万円)

４ 収支の状況

９

＜参考＞

県債残高 令和元年度末 10,027億円
( 平成30年度末 10,257億円 △230億円 )

うち交付税措置がなく県税等で償還する額 3,605億円
( 平成30年度末 3,676億円 △71億円 )

交付税措置がない県債残高の県税収入に対する割合
令和元年度末 3.0倍 ( 平成30年度末 3.1倍 ) 

(単位：百万円)

令和元年度 平成30年度

決　算　額 決　算　額
Ａ Ｂ （Ａ－Ｂ）Ｃ

ａ 372,242 376,158 △ 3,916 

9,314 9,724 △ 411 

ｂ 368,197 373,181 △ 4,984 

ｃ 4,045 2,978 1,068 

ｄ 2,582 1,710 872 

1,464 1,268 196 

（参考）決算額一般財源内訳

実 質 収 支 ( ｃ － ｄ )

増　減　額
区 分

△ 3,506 

そ の 他

366,434 362,929 

翌 年 度 繰 越 （ 一 般 財 源 ）

歳 入 （ 一 般 財 源 ）

歳 出 （ 一 般 財 源 ）

差 引 （ ａ － ｂ ）

主 要 な 一 般 財 源

県税、地方消費税清算金、地方譲与税、

地方特例交付金、地方交付税、臨時財政対策債



５ 特別会計の状況

１０

(単位：百万円、％）

平成30年度

最 終 予 算 額 歳 入決 算額 歳 出決 算額 差 引 歳 出決 算額 増 減 額 増減率

Ａ Ｂ Ｃ Ｂ－Ｃ Ｄ (C-D)Ｅ E／D

公立大学法人
県立医科大学
関 係 経 費

12,283 12,115 12,115 0 9,323 2,792 29.9

県 営 競 輪
事 業 費

14,937 13,683 13,539 144 15,831 △ 2,292 △ 14.5

自動車駐車場
及 び 自 動 車
乗 降 場 費

264 268 255 13 271 △ 16 △ 6.0

母子父子寡婦
福 祉 資 金
貸 付 金

127 198 98 100 110 △ 12 △ 11.1

農業改良資金
貸 付 金

69 69 9 60 35 △ 26 △ 75.0

中小企業振興
資 金 貸 付 金

529 1,355 370 984 422 △ 52 △ 12.3

証 紙 収 入 3,609 3,531 3,331 200 3,568 △ 238 △ 6.7

流 域 下 水 道
事 業 費

13,041 12,191 7,728 4,463 10,080 △ 2,353 △ 23.3

林業改善資金
貸 付 金

195 297 107 190 93 14 15.0

中央卸売市場
事 業 費

663 590 580 11 590 △ 10 △ 1.7

公 債 管 理 139,548 139,345 139,345 0 131,377 7,968 6.1

育 成 奨 学 金
貸 付 金

118 1,140 76 1,064 89 △ 12 △ 13.9

地方独立行政
法人県立病院
機構関係経費

5,372 4,988 4,988 0 8,641 △ 3,653 △ 42.3

国民健康保険
事 業 費

126,882 127,006 126,215 792 125,032 1,183 0.9

合 計 317,636 316,775 308,754 8,021 305,462 3,293 1.1

【参　　考】 (単位：百万円、％）

平成30年度

最 終 予 算 額 収 入決 算額 支 出決 算額 差 引 支 出決 算額 増 減 額 増減率

Ａ Ｂ Ｃ Ｂ－Ｃ Ｄ (C-D)Ｅ E／D

収入  12,079

支出  10,294
10,352 △ 937 △ 9.0

水道用水供給
事 業 費

12,206 9,416 2,791

比 較

会 計 名

令 和 元 年 度

公 営 企 業
会 計

(収益的収支)

令 和 元 年 度 比 較



◇「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、健全化判断比率等

を算定。

一定の基準を超えた場合には、財政健全化計画等の策定が必要。

◇本県の指標は、いずれも基準をクリア。

６ 財政状況の指標（速報値）

１１

公営企業の資金不足比率

※今後の精査により、数値に異動

が生じることがあります。

健全化判断比率

R元本県数値 H30本県数値 早期健全化基準 財政再生基準

「 － 」
(△0.52％)

「 － 」
(△0.44％)

3.75% 5%

「 － 」
(△9.20％)

「 － 」
(△8.45％)

8.75% 15%

8.7% 9.7% 25% 35%

156.0% 152.7% 400% ―

　※　実質赤字比率、連結実質赤字比率は、実質赤字がないため、（　　）内に黒字の比率を△で表している

　※　早期健全化基準 ： 自主的な改善努力による財政健全化が必要な水準

　　　　　→ 財政健全化計画の策定・外部監査の義務付け、総務大臣による必要な勧告等

　※  財政再生基準    ： 国の関与による確実な再生が必要な水準

　　　　　→ 財政再生計画の策定・外部監査の義務付け、起債の制限、総務大臣による予算変更の勧告等

 実質赤字比率
　・一般会計等（公営企業・公営事業を除く会計）の
　  実質赤字の比率

 連結実質赤字比率
　・全ての会計の実質赤字の比率

 実質公債費比率
　・公債費・公債費に準じた経費の比重を示す比率

 将来負担比率
　・地方債残高のほか一般会計等が将来負担すべき
    実質的な負債を捉えた比率

R元本県数値 H30本県数値 経営健全化基準

―
(△225.1%)

―
(△210.8%)

―
(△65.5%)

―
(△27.4%)

―
(△2.1%)

―
(△0.7%)

　※　資金不足がないため、（　　）内に資金剰余の比率を△で表している

　※　経営健全化基準 ： 自主的な改善努力による経営健全化が必要な水準

　　　　　→ 経営健全化計画の策定、外部監査の義務付け、総務大臣による必要な勧告等

20%

 中央卸売市場事業

 水道用水供給事業

 流域下水道事業
 資金不足比率
　・公営企業ごとの資金不足の比率



指標の算定対象

１２

○一般会計

○特別会計

公立大学法人奈良県立医科大学

関係経費特別会計

奈良県自動車駐車場及び奈良県自動車

乗降場費特別会計

奈良県母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計

奈良県農業改良資金貸付金特別会計

奈良県中小企業振興資金貸付金特別会計

奈良県証紙収入特別会計

奈良県林業改善資金貸付金特別会計

奈良県公債管理特別会計

奈良県育成奨学金貸付金特別会計

地方独立行政法人奈良県立病院機構

関係経費特別会計

奈良県営競輪事業費特別会計

奈良県国民健康保険事業費特別会計

奈良県水道用水供給事業費特別会計

奈良県流域下水道事業費特別会計

奈良県中央卸売市場事業費特別会計

○一部事務組合

南和広域医療企業団

○広域連合

関西広域連合

○土地開発公社

奈良県土地開発公社

○地方独立行政法人

公立大学法人奈良県立医科大学

地方独立行政法人奈良県立病院機構

公立大学法人奈良県立大学

○損失補償債務のある設立法人

(公財)奈良県地域産業振興センター

一部事務組合・広域連合

地方公社・第３セクター等

地
方
公
共
団
体

一般会計　　

特別会計　　

公営事業会計

公営企業
会計

一般会計等

将
来
負
担
比
率

実
質
赤
字
比
率 連

結
実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率

資
金
不
足
比
率 公営企業ごとに算定



１３

財政健全化法のしくみ

早期健全化基準 　　 財政再生基準

公営企業の経営健全化基準

＜種 類＞ 資金繰りの状況を表すフロー指標

＜範 囲＞ 一般会計及び特別会計（公営事業会計及び公営企業会計を除く）　＝一般会計等

＜内 容＞ 実質赤字（歳入－歳出－翌年度に繰り越すべき財源 が▲となった額）の標準財政規模に対する比率

※標準財政規模 ： 地方公共団体が標準的な状態で通常収入が見込まれる一般財源の規模を示す指標

　　　標準税収入（普通交付税の算定に用いる各団体の収入）＋普通交付税＋臨時財政対策債発行可能額

＜種 類＞ 資金繰りの状況を表すフロー指標

＜範 囲＞ 一般会計及び全ての特別会計

＜内 容＞ 全会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率

＜種 類＞ 資金繰りの状況を表すフロー指標

＜範 囲＞ 一般会計、全ての特別会計、一部事務組合及び広域連合

＜内 容＞ 一般会計等が負担する地方債の元利償還金及びこれに準じるもの（満期一括償還地方債の１年当た

り償還相当額、公債費に準じる債務負担行為に基づく支出 等）の標準財政規模に対する比率

＜種 類＞ 負債の総額の状況を表すストック指標

＜範 囲＞ 一般会計、全ての特別会計、一部事務組合及び広域連合、地方公社、損失補償債務のある法人等

＜内 容＞ 一般会計等が将来負担すべき負債総額の標準財政規模に対する比率

＜種 類＞ 資金繰りの状況を表すフロー指標

＜範 囲＞ 公営企業ごと

＜内 容＞ 資金不足額（流動負債－流動資産）の事業規模（営業収益）に対する比率

指標の整備と
情報開示の徹底

［健全化判断比率］
・フロー指標

①実質赤字比率
②連結実質赤字比率

③実質公債費比率
・ストック指標

④将来負担比率
［公営企業の資金不足比率］

資金不足比率

→監査委員の審査に付し、
議会に報告、公表

健全段階

自主的な改善努力

による財政健全化

・財政健全化計画の策定

・外部監査の義務付け

・実施状況を毎年度議会に

報告、公表

・早期健全化が著しく困難と

認められるときは、総務大

臣が必要な勧告を行う

財政の

早期健全化

国等の関与による

確実な再生

・財政再生計画の策定

・外部監査の義務付け

・計画は、総務大臣に協議し

同意を求めることができる
【同意無】
・災害復旧等を除き起債を制限

【同意有】
・収支不足額を振り替えるため、

再生振替特例債の起債可

・財政運営が計画に適合しな

い場合、予算変更等を勧告

財政の再生

（
健
全
財
政
）

（
財
政
悪
化
）

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

公営企業の資金不足比率



１４

参考資料

4,580
4,390 4,384 4,346

4,163
4,052

3,959
3,873

3,774
3,676 3,605 3,600

1,107
1,050 1,026 1,043 1,069 1,078

1,165 1,155 1,210 1,200 1,208 1,211

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２

交付税措置のない県債残高

県税収入額

3.4倍

※Ｒ１までは決算額、Ｒ２は６月補正後現計予算額）

3.0倍4.1倍 3.4倍 3.1倍4.2倍 4.3倍 4.2倍 3.9倍 3.8倍 3.1倍 3.0倍

（億円）

交付税未措置額
／県税収入額

交付税措置のない県債残高と県税収入額の推移

県債の状況



１５

県税の状況

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２

県 税 の 推 移
（百万円）

利子割県民税

法人関係税

その他

115,499

102,614

個人県民税

※R1までは決算額、R2は6月補正後現計予算額

121,070

110,682

105,024 104,332
107,758106,916

116,508

121,032 120,030 120,762

345
263 257 280 297 272 261

320
270 266

349
450

481 582

435 414
429

388 385 268
276 258

207

200

1,107
1,050

1,026
1,043

1,069 1,078

1,165 1,155
1,210 1,200 1,208 1,211

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２

県債発行額と県税収入額の推移
臨時財政対策債・退職手当債・

第三セクター等改革推進債

通常債

県税収入額

（億円）

692
646

※ Ｒ１までは決算額、Ｒ２は６月補正後現計予算額 ２ Ｈ１４・Ｈ１５の決算額は、借換債を含めた額。Ｈ１６以降は、借換債を含まない額。
３ Ｈ１６以降の借換債発行額は、公債管理特別会計に計上。

589
546 523

826 845

694
726

660 650

556



720
778 742 760 771 777 784 800 787

880 896
973

15.6
16.4

15.0

16.4 16.3 16.1
15.7

16.7

16.3

17.7 17.5 16.0

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

20.0

0

200

400
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800

1,000

1,200

Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２

公債費の推移公債費

歳出に占める公債費の割合

※ Ｒ１までは決算額、Ｒ２は６月補正後現計予算額の借換

（％）
（億円）

H30・R1・R2は、県債管理基金を活用した
臨時財政対策債の繰上償還（H30：100億円、
R1：100億円、R2：150億円）を実施１６

公債費の状況

15.4

20.2 20.9 21.1

23.8

27.7 27.5 27.0

28.8

30.8 31.3

33.7

36.5

33.9
33.2

34.3
34.0 33.7

34.5 34.5 34.7
35.4 35.9 35.5

15.2
15.8 15.3 15.5 15.6

18.7

32.3

29.4 29.6

33.0
31.9

40.4

33.1% 33.3%

37.7%

33.8%
33.1%

36.5%
37.4% 37.3% 37.6%

40.0% 40.1% 39.6%

0.0

5.0

10.0
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20.0
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30.0
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40.0

45.0

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２

年 度

自主財源の割合、県民１人あたり地方消費税・法人２税・個人県民税の推移

法人２税 個人県民税 地方消費税 自主財源比率 千円／人

※Ｒ１までは決算ベース、Ｒ２は６月補正後現計予算ベース

自主財源の割合：県税（地方消費税清算後）、分担金負担金、使用料手数料、財産収入、寄附金、
繰入金、繰越金、諸収入の合計額が歳出総額に占める割合



１７

基金の状況

400

448
513

533

579

667

720
740 752

642

530

331

882 881 875
832

938 927 938
910

981 982

836

1,035

98

140

180 183 186

225
239

255 265
254

241

191

302 307

333 350

392

442

481 485 487

388

290

140

0
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300
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0

200
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1,000

Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２

基 金 残 高 の 推 移

財調＋県債基金 特定目的基金

財政調整基金 県債管理基金

（億円）
（億円）

（年度）

※Ｒ１までは決算額、Ｒ２は６月補正後現計予算額



１８

（１）義務的経費の状況

歳出の状況

【人件費の推移】 （単位：億円）

Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２

人件費 1,612 1,612 1,616 1,607 1,440 1,500 1,478 1,477 1,469 1,459 1,453 1,488

＜Ｈ30→Ｒ１ 　△6、△0.4％＞

　うち退職手当 181 192 201 235 152 156 151 155 143 139 137 143

＜Ｈ30→Ｒ１ 　△2、△1.1％＞

　うち退職手当以外 1,430 1,420 1,415 1,372 1,288 1,344 1,327 1,322 1,326 1,320 1,316 1,345

＜Ｈ30→Ｒ１ 　△5、△0.4％＞

※　Ｒ１までは決算額、Ｒ２は６月補正後現計予算額
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H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

その他の経費

(公債費)

(扶助費) 義務的経費

(人件費)

義務的経費決算額の構成比

（億円） （％）

4,746

億円
義務的経費の構成比

4,736 5,001
4,818 4,801

5,1144,977

4,943

4,645

※ Ｒ１までは決算額、Ｒ２は６月補正後現計予算額

2,423
2,458 2,345 2,4062,416 2,489

2,522 2,5002,495 2,406

4,839

2,621

4,982

2,503

6,096



56,831
51,900
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43,950 44,067
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43,848 44,154
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Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２

直轄事業

単独事業

補助事業

歳出全体に占める割合

（％）（百万円）

63,683

69,443
66,586

62,252

70,476

64,784

※ Ｒ１までは決算額、Ｒ２は６月補正後現計予算額

68,843

78,483

68,86067,867

82,111

82,885

（２）主な社会保障関係経費の状況

（３）普通建設事業の状況

１９

10,794 11,312 11,840 12,688 13,380 14,205 14,456 14,750 15,083 15,472 16,132 16,259

11,199 11,965 12,628
13,186

14,068
14,434 15,062 15,856 16,497 17,110

17,992 18,772

2,737
3,193

3,534
4,007

4,350
4,722

5,144
5,457

5,823
6,197

6,550
6,611

2,630
2,906

2,903

3,323

3,324
3,272

3,212
3,150

3,078
3,008

2,929
2,866

9,157

9,953
10,255

11,844
11,754

12,491
13,174

13,042
12,753

12,750
12,692 12,415

4,653
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5,240

5,342
5,426

5,589
5,824

5,647
5,685

5,505
5,397 5,353
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Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２

（百万円）

生活保護費

国民健康保険関係事業費

児童手当（子ども手当）負担金

障害者自立支援給付費

後期高齢者医療制度関係費

介護給付費負担金

50,390

54,713

60,042

44,320

※ Ｒ１までは決算額、Ｒ２は６月補正後現計予算額

生活保護費の性質は扶助費、その他の性質は補助費等及び繰出金

46,400

52,302

57,90256,872
58,919

61,692 62,276

41,170


